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1．研究背景と目的 

我が国の高速道路の料金所付近の管理棟には地

震計が設置されている 1)．しかし，地震計の設置環

境の相違によって，ある地震が起こった際に周辺の

他機関地震計の観測値と比べて，ときに大きな震度

や小さな震度が計測されてしまう場合もある．この

ような現象が頻発すると，地震後の高速道路交通の

円滑な管理に支障をきたすことも懸念される． 
そこで，本研究は，高速道路に設置されている地

震計の周辺で常時微動観測を行い，さらに付近の他

機関の地震計の地盤条件と比較検討を行うことで，

高速道路のインターチェンジ（IC）における地震計

の設置環境基準を検討することを目的とする． 
2．NEXCO 地震観測点の揺れやすさ評価 

高速道路地震観測点の揺れやすさを，K-NET 観測

点の計測震度をもとに構築した距離減衰式と比較す

ることで評価した．図 1 は，2003 年 5 月 26 日に発

生した宮城県沖の地震における K-NET 観測点の計

測震度をもとに構築した距離減衰式である．距離減

衰式から得られる計測震度がその地震時の平均的な

値であるとみなし，NEXCO 観測点の揺れやすさを

評価した． 
本研究ではこのような検討を 14 地震について行

い，距離減衰式から計測震度が 1.0 程度以上の差を

示している NEXCO 観測点を抽出し，詳細な検討を

行うこととした． 
3． NEXCO 観測点と周辺の他機関観測点の設置環境

の比較 

以上のような距離減衰式との比較結果などをも

とにして，詳細な検討を要すると思われる NEXCO
の地震観測点を 12 ヶ所選定し，現地にて常時微動観

測を行い地盤状況の推定を行った． 
図 2 は，東北自動車道のある NEXCO 観測点とそ

の近傍の他機関地震計設置地点で常時微動観測を行

った地点を表している．この観測点の 2003 年の宮城

県沖の地震での計測震度は， NEXCO が 5.1，K-NET
が 4.2，JMA が 3.6 であり，NEXCO 観測点は他機関

地震計設置地点と比べやや大きな計測震度を記録し

ている． 
 常時微動観測の結果を用いて H/V スペクトル比 2)

の比較を行った．図 3 は，NEXCO 観測点と近傍の

他機関観測点での常時微動のH/Vスペクトル比の比

較である．図 3 から， NEXCO の卓越周期は 0.25
秒，K-NET は 0.15 秒と推定できる．JMA は H/V ス

ペクトル比に明瞭なピークが見られないため，固い

地盤であると判断でき，地盤条件がそれぞれ異なる

ことが分かる．また NEXCO 観測点については，原

地盤のボーリングデータによるとインピーダンス比

が小さく，表層地盤で地震動が増幅されやすい構造

となっていた． 
4. インターチェンジ内の震動特性の比較 

 図 4 は，NEXCO 観測点の敷地内における常時微

動観測点である．A 点は地震計設置位置近傍，B 点

は管理棟の外，C 点は管理棟が建てられている盛土

の下（原地盤）であり，A 点と B 点，B 点と C 点で

2 点同時観測を行っている．A 点と B 点の常時微動

の H/H スペクトル比（HA/HB）は，0 秒～0.15 秒程

度の範囲で1.0を下回っている．この原因としては，

A 地点は建物内，B 地点は建物外であるので，建物

基礎などによる入力損失が挙げられる．B 点と C 点

の常時微動の H/H スペクトル比（HB/HC）によると，

C 地点（盛土下）に対して B 地点（盛土上）の振幅

比が大きい．このことから，盛土の影響で B 地点の

揺れがC地点よりも大きくなっていると考えられる．

 
図 1 2003 年宮城県沖の地震における距離減衰式と
NEXCO 観測点の計測震度の比較 

 
図 2 東北自動車道の NEXCO 観測点とその周辺の常時微
動観測地点 
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 そこで，常時微動の H/H スペクトル比を 2 点間の

近似的な伝達関数とみなし，NEXCO 観測点の盛土

下（C 地点）の計測震度を推定する（図 6）．ここで

は，2003 年 5 月 26 日に発生した宮城県沖の地震を

対象として，敷地内の A 地点での観測加速度記録か

らC地点の計測震度を推定した結果について述べる．

なお，A 地点と B 地点の揺れはほぼ等しいものと仮

定し計算を行った． 
表 1 に，計測震度の観測値（A 地点）と推定値（C

地点）を比較する．ここでは近傍の他機関観測値も

併せて示している．盛土下である C 地点において，

2003 年宮城県沖の地震では計測震度が 0.7 程度小さ

くなる可能性があることが分かった．これによって，

他機関地震観測点で得られている計測震度との差異

は小さくなることが分かる．しかしながら，当該 IC
付近の高速道路本線の代表値として，A 地点と C 地

点のどちらが適当であるかについては，周辺の地盤

データを収集するなどして，詳細な検討を行う必要

がある． 

5．高速道路地震計の設置環境基準案 
 表 2 は本研究で NEXCO の 12 観測点について，現

地にて常時微動観測を行った結果などを考慮して，

気象庁の地震計設置基準 3)を参考に作成した高速道

路地震計の設置環境基準（案）である．高速道路の

地震計は料金所付近の管理棟に設置されているが，

今回の検討結果のように，管理棟が盛土上に設置さ

れている場合は，IC 敷地内の震動特性を詳細に評価

する必要がある．さらに，周辺の本線の代表点とし

てふさわしい場所に地震計を設置する必要がある．

このためには，地震計設置位置のボーリングデータ

と，地震計を設置している IC 等管理施設内及び周辺

の高速道路本線のボーリングデータを比較し，代表

点としての妥当性を検討する必要がある．  
6. まとめ 
 本研究では，気象庁の地震計設置環境基準を参考

にして，高速道路の地震計設置環境基準案を常時微

動観測の結果の比較や他機関の地震計設置地点との

地盤条件の比較を行うことで作成した． 
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図 3 NEXCO 観測点と近傍の他機関地震計におけ

る常時微動の H/V スペクトル比の比較 

 
図 4 地震計周辺での常時微動観測点 
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図5 IC敷地内における常時微動のH/Hスペクトル比 

 
図 6 インターチェンジ敷地内の計測震度推定方法 
表 1 宮城県沖の地震（2003 年 5 月 26 日）における

NEXCO 観測点周辺の計測震度の比較 
観測地点 計測震度 

NEXCO A 地点（観測値） 5.2 

NEXCO C 地点（推定値） 4.5 

K-NET 4.1 

JMA 3.6 

表 2 高速道路地震計設置環境基準(案) 
適切な設置環境にある

震度観測点の条件※１ 要調査※２

上部

・ 建物内の感震器設置位置は、段差の上部では
下端から高さの３倍以上離れている
・ 建物内の感震器設置位置は、 段差の上端から
高さ以上離れている

・ 建物内の感震器設置位置は、段差の上部では
上端から高さ以上離れていないか、下端から高さ
の３倍以上離れていない

下部
・ 建物内の感震器の位置は、段差の高さ以上離れ
ている

・ 建物内の感震器設置位置は、段差の高さ以上離
れていない

・ 感震器を設置している建物設置位置と、感震器を
設置しているＩＣ等管理施設内又は高速道路本線と
地盤条件が類似している

・ 感震器を設置している建物設置位置が、感震器
を設置しているＩＣ等管理施設内又は高速道路本線
と地盤条件が類似しているか不明（ボーリング柱状
図が無い等）

・ 建物の耐震性が高く大きな地震でも倒壊のおそ
れがない

・建物の耐震性が不明

・ 低層の建物の１階に設置
・ 低層の建物の１階だが、下に床下や中空階など
の空間がある
・ 2 階以上、地階（注）

・ 台座・設置床面はひび割れもなく強固である
・ 強い地震でも壊れない強固な材質（コンクリート
等）
・ 台座・設置床面直下または近傍に空洞や、地下
タンク、地下埋設管などがない

・ 台座・設置床面が強固であるが若干ひび割れ等
の損傷が見られる
・ 台座・設置床面または近傍における，空洞や地
下タンク、地下埋設管などの有無が不明

・ 台座または強固な床面にアンカーボルト等でしっ
かりと固定されている
・ 感震器が水平に設置されている

・ 感震器の固定状況が不明
・ 感震器がやや傾いている

感震器の固定状況

（注）地階の場合、１階や地上と揺れが同程度かどうか確認。

※１：これらの項目をすべて満たした場合、設置環境は適切とする。

※２：これらの項目に当てはまる場合、詳細調査を行うことが望まれる。

地震計
（感震器）
を設置し
ている建
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ついて

項目

地震計
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ている建
物の設置
位置につ
いて

盛土・切
土等の段
差の上下
に建物が
設置され
ている場
合

建物設置位置の地
盤の状態

建物の構造

設置階数
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